日本の中堅製造企業はどれくらい「海外進出」しているか（非常に雑駁な推計）

（１）進出する力のある中堅企業はどれくらいあるのか？

まず、「漂流」氏が提唱した「従業員５１人以上」の製造企業はどれくらいあるのだろうか。氏が取り上げた「中小企業実態基本調査」平成２１年速報（平成２０年度決算実績）によると、「従業員５１人～３００名の製造「会社」数（個人事業所を除いた数字）」は２万３千社足らずだ（経済大国日本でも、このサイズに絞り込むと２万社強しか残らないことに驚く）。ちなみに、この上のランクである製造「大企業」は２０００社、別のアングルとして有報提出義務のある（≒上場）内国製造企業を数えると約１６００社である。従業員規模だけから判断すると、「従業員３００名超」と「上場」のハードルはそう大きく違わないと見てよいだろう。つまり、上場するような大企業ではないが、進出する力のある中堅どころの製造企業の母数は２．３万社だと仮定しよう。

（２）既に海外進出を果たしている企業はどれくらいあるのか？

次に、海外に進出している企業数をチェックしたいが、なかなかfitする統計がない。日系製造業現地法人を調査する経産省「海外現地法人四半期調査は昨年時点で「業種＝製造業、現地従業者５０人以上、出資比率５０％以上」の要件で対象となる現法企業数（＝調査票送付先、調査の建前は該当企業の「全数」調査）を４６００社としている。中堅・中小企業の現法は現地従業員が５０名に満たないケースも多いので、この裾切りを下げれば対象企業数は増えるかも知れないが、それにしても少なすぎる印象がある（調査予算が思うに任せないのかもしれない）。
別のやり方を当たってみる。進出先＝中国のケースに限ると、21世紀中国総研編「中国進出企業一覧（非上場企業版）」というのがあり、日本の非上場会社４７００社が約６７００社の中国現地法人を保有しているとしていることが確認されている（ソースはメディアなど公表資料＋アンケート調査）。このうち何割くらいが製造業だろうか？中国では過去の外資規制、所得水準の低さ等により三次産業が進出するようになったのは最近、故に甚だ「腰だめ」の数字だが全体の３／４が製造業とすると、ざっと３５００社の非上場製造企業が中国に５０００社の現法を展開している感じ、だろうか。

それでは、中国には進出していないが、ＡＳＥＡＮなど他地域には進出している非上場企業はどれくらいあるのだろうか。上述のとおり捕捉率に問題があるが、経産省「海外現地法人四半期調査」を見てみる。進出地域別の数字が分かるのは２００４年版しかないが、当時調査に回答を寄せた製造業現地法人数合計３５８１社（対象企業数からみて回答率は３／４）のうち在中国（香港を含む）の現法数は８４９社（２３％）に対して在ＡＳＥＡＮ４、在ＮＩＥＳの現法は合計１３２２社（３７％）だ。東アジア以外に、北米や欧州などその他地域への進出も残る４割を占める勘定だ。もちろん、大企業の製造現法を含んだ数字だし、中国と中国以外の両方に進出している企業もあろうから、これから単純に推論することはできないが、「中国ブーム」と言いながら、他地域への進出も相当多いのだ。

（３）海外進出している非上場の中堅企業（親元）の推計

仮に「中国には進出していないが、他地域には進出している非上場企業も中国進出組と同数いる」と仮定すれば直接投資の形で海外進出している非上場の中堅企業は３５００×２＝７０００社前後となる。（１）の母数に照らせば約１／３という感じだろうか。
